














ていた原告・控訴人 X1 ・X2 らが、被告・被控訴人 Y1 ・Y2 らが適法な招集手続きを経ずに株主総
会を招集し、その際存在しない委任状があると偽って議事進行するという不法行為を行い、X1・X2
ら以外の者を取締役ないし監査役に選任して X1 、X2 を失職させたとして、Y1・Y2 らに対して①株




と X2（原告・控訴人）の息子である。X2 はＡの監査役であり、X1 の母である。Y1 は公認会計士・





ろに X1 が入社した。平成 6 年以前に X1 が取締役に就任しており、以後重任されている。その後Ａ
の業績は回復した。
4 　平成12～13年ごろ、Ｋが公認会計士 Y1 と出会い、信頼を形成した。さらに Y1 の紹介で弁護
士 Y2 とも出会った。平成16年 4 月、Y1 がＡの取締役に就任した。Y2 は顧問弁護士の一人となった。
平成16年 4 月ごろから、X2 は重要な来客対応、税理士等の説明を聞く程度の監査役の職務をするに
とどまるようになった。
5 　なお第 1 審のみの事実認定として「平成17年12月19日、臨時株主総会において原告 X1 はＡの
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た。平成19年10月、Ｋは自らのほかに、X1 、Y1 を代表取締役に就任させた。Ｋは、X1 に Y1 の監督
が必要と考えていた。平成20年 8 月、ＫはＡの代表取締役および取締役を辞任して相談役に退いた。
Ｋは Y1 と頻繁に連絡をとり、会社印は Y1 に保管させていた。X1 は以前からＡの日常業務を取り仕
切っていた。平成22年 1 月、Ｋが入院した。認知症が進行し、体調も悪化したため、X1 、ＢがＫに
対する成年後見制度の利用を検討したが、このことを知ったＫが激怒し、その後、Ｋは X1 、Ｂを敵
視し始めた。またＫと X1 はＡの経営方針をめぐっても対立していた。X2 、X1 、およびＢは、Ｋお
よび Y1 、Y2 らの影響力を排除し、X1 が名実ともにＡを経営していく体制を確立することを検討し
始め、Y2 とは異なる名古屋の法律事務所のＡ顧問弁護士と相談をした。またＡの株主である株式会
社Ｄ・ジャパン（以下Ｄ）の代表者Ｍとも相談し、上記の方針について了解を得た。平成23年 3 月




7 　Y1 、Y2 は平成23年 4 月 1 日にＡの所在地から遠く離れた大阪市で、Y1 が議長を務め、「第51
回定時株主総会」として本件株主総会を開催することとした。平成23年 3 月25日付で Y1 、Y2 は本
件総会の招集通知を作成し、X1 、X2 に送付した。しかしＤには送付されなかった。Ｄから委任状の
提出はなく、議決権行使をＫにゆだねる旨が記載されたＤ名義の議決権行使書は偽造されたもので
あった。平成23年 4 月 1 日、本件株主総会において Y1 はＤが議決権の行使をＫにゆだねており、出










8 　Y1 とＫは本件総会ののち速やかに X1 、X2 が役員でなくなったことを従業員に告知し、また
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ガードマンを配置してその方針に反する者の出入りを禁止した。さらに X1 、X2 がＡの業務に携わ
ることを妨げた。Ｋと X2 が居住している住居にも同様にガードマンが配置されたため、X2 は心労
もあって体調が悪化し、別居を余儀なくされた。平成23年 4 月28日、X1 は本件総会の決議不存在確
認訴訟を提起した。平成23年 9 月27日、Ｋ等の職務執行停止、代行者選任の仮処分が発令された。
これに対しＫは、Ａの株主であり X1 が代表取締役を務める H 有限会社の出資が全て自己の出損に
よるものであると主張してその確認を求める訴えを提起するなど、Ａおよびその関連会社の経営権
を巡って紛争が顕在化した。
9 　その後 X1 とＫは紛争の長期化による客離れの傾向に拍車がかかったこともあり、三男 E や




10　平成24年12月25日、Ｋが死亡しているのが発見された。平成25年 1 月 9 日、Ａの代表取締役
には E が就任することとなった。Ａ、Ｃ、X1 、Ｂ、E、有限会社 H との間で成立した合意により、
Ａの株主構成は確定的に変わった。
11　平成26年 3 月31日、X1 、X2 は本件訴訟を提起した。平成27年 8 月26日、以下の二点につき
株主総会決議がなされた。① X1 、X2 が全部記載事項証明書記載の通り取締役、監査役として選任
されたことを追認する旨。② X1 、X2 の役員報酬は株主総会決議をもって、その上限が定められた
ものであり、当時、各人が取締役または監査役として得ていた報酬はその範囲内にあったことを追




　第一審は Y1 ・Y2 が一連の本件によって X1 ・X2 に対し不法行為責任を負わないことを前提に以
下の判示をした。
「 1 　争点（ 2 ）（X1 、X2 についての取締役等選任決議の存否）について








載されているＦ、L 及び G は、本件各株主総会が開催されたとされる日時に、出張等のため、Ａの
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　（ 2 ）以上によれば、X1 、X2 は、本件不法行為時に、Ａの取締役ないし監査役の地位にあったと
は認められず、本件不法行為によって取締役ないし監査役としての権利が侵害されたとはいえない。
　なお、X1 、X2 は、X1 、X2 が商業登記の記載どおり取締役ないし監査役としてそれぞれ選任され
たことを追認する旨の平成27年 8 月26日付けＡの臨時株主総会議事録（証拠略）を提出するが、こ
れは、Ａと X1 、X2 との間の相対的な効力を有するにとどまるものと解するのが相当であって、こ
れによって、Y1 、Y2 との関係で、本件不法行為時に、X1 、X2 が、さかのぼって取締役ないし監査
役の地位にあり、本件不法行為によって、X1 、X2 の権利が侵害されたことになるとは認められな
い。」































なった旨主張するが、X1 、X2 の主張する本件不法行為と、X1 、X2 とＫとがＡの支配を巡って争う
事態となったこととの間に相当因果関係は認められないから、この点に関する慰謝料請求も理由が
ない。




の法的権利は一定程度保護されるべきである旨主張するが、前記 2 （ 1 ）で認定説示したとおり、
X1 、X2 には、本件定時総会当時、具体的な報酬請求権は発生していなかったことに照らせば、X1 、
X2 が既に受領している役員報酬についてはともかく、X1 、X2 が後任の取締役ないし監査役の選任
によりその地位を失った本件定時総会以降の時期について、具体的に発生もしていない報酬請求権
についての事実上収入を期待できる権利を有するとはいえないというべきである。
　上記認定に反する X1 、X2 の主張は採用できない。
4 　争点（ 5 ）（権利の濫用）について
　X1 、X2 は、Y1 の取締役ないしコンサルタントとしての地位、Y2 の顧問弁護士という地位に照ら
して、株主総会や取締役会決議の欠缺を主張することは権利の濫用に該当する旨主張するが、X1 、
X2 自身も、Ａの取締役ないし監査役の地位を称する者として、株主総会や取締役会の決議について
の法令を順守すべき立場にあったことからすれば、Y1 、Y2 の立場を考慮しても、Y1 、Y2 が前記株
主総会や取締役会決議の不存在を主張することが訴訟上の信義に反すると解することはできず、他
に Y1 、Y2 が前記株主総会や取締役会の決議の不存在を主張することが訴訟上の信義に反すると認
められるような事情はうかがわれない。
　よって、X1 、X2 の前記主張は採用できない。
5 　以上によれば、その余の点を判断するまでもなく、X1 、X2 には、本件不法行為による権利侵
害ないし損害の発生があったとは認められない。」
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　そうすると、Y1 、Y2 が、Y1 を議長として、Ｄが議決権の行使をＫに委ねているなどという虚構
の事実を前提に、Ｋ（6776株）と X2 （110株）のほかに、Ｄ（3740株）と L（1111株）が本件総会
に出席し、出席株主（合計 1 万1737株）が全員異議なく提出議案に賛成したものとして違法に作出
した本件総会における決議は、招集手続の瑕疵が著しく、不存在であると認められる。








　Ａにおける Y2 とＫとの会話を録音した本件録音（証拠略）によれば、Y2 は、平成23年 6 月28日






























　これらのことからすると、Ｋは、本件総会の開催の実務を Y1 、Y2 に任せていたと認められるも
のの、これについて手続上違法な行為を依頼したり、容認したものではないから、Y1 、Y2 の行っ
た違法な手続行為が、Ｋの要望によるものであるとも、Ｋがこれに協力したとも認めることはでき









　他方、本件総会の直前の平成23年 3 月10日付けでＡから Y1 が所長を務める J 研究所に対し顧問契
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きる。
3 　取締役報酬・監査役報酬請求について






　X1 、X2 がこの請求権を行使しないうちに、Ｋと X1 との間で和解が成立し、これにより X1 、X2
が上記報酬請求権を行使できなくなったとしても、上記結論は左右されない。
4 　慰謝料請求について
　上記認定の事実によれば、X1 、X2 は、Y1 、Y2 の不法行為により、不存在の決議に基づいて、Ａ
の権利義務取締役、権利義務監査役としての地位をはく奪される外形を作出され、その経営から完
全に排除された。X2 は新婚当初からＡの経営に加わり、Ｋとともに経営規模の拡大に尽力した者で











　これらのことからすると、X1 、X2 が受けた以上の精神的苦痛の慰謝料としては、X1 につき600万
円、X2 につき300万円を下ることはないと認められる。
5 　Ｋの死亡による混同の影響等
　Y1 、Y2 は、Y1 、Y2 の不法行為はこれに協力したＫとの共同不法行為であるとして、Ｋの死亡に
より、X1 の債務の請求権の 4 分の 1 、X2 の請求権の 2 分の 1 は、混同によって消滅したと主張す
る。







同が生じ、X1 、X2 に対するＫの債務が消滅したとしても、X1 、X2 に対する Y1 、Y2 の債務には何
らの影響を及ぼさないものと解すべきであって、Y1 、Y2 はその債務を弁済した後で別途求償を行
い得るにすぎない。




























































　なお、控訴審の事実認定において、平成27年 8 月26日付けで X1 ・X2 が全部事項証明書記載のと
おり取締役、監査役として選任されたことを追認するとしているが、それはいつの時点のことを指















































































が、契約関係ではないので少なくとも上記 3 ． 2 ①契約の有償性によることを根拠とすることはで
きない。任期満了、辞任に伴い契約上の地位をも引き継ぐとは解されず、また上記 3 ． 1 での議論
のように、いったんなされた報酬決定の効力は、長くとも任期満了までと解されるからである。ま
た、取締役権利義務者となっている者に対する報酬支給の議案を株主総会に提出しないことが、上
記 3 ． 2 ③取締役の不法行為、④報酬を取り決めるべき取締役の任務懈怠となるということは考え
























て事実上職務を行っていたといえるのは、Ｋと X1 の和解によりＡの事業が分割された平成24年 1 月
21日までであり、原告側からはＡの株主構成が確定的に変わった平成25年 1 月 9 日までの報酬相当
額につき請求がなされているが、やはりその根拠は明らかではない。
　本件において、Ａでは一部の大株主によって報酬を決定し支給することが常態化していたと推測
される。上記 3 ． 2 〔判例 1 〕〔判例 2 〕のように、具体的報酬請求権が発生しておらず、現実に











ては X1 、X2 に対し、既に支払われていた報酬についてはともかく、未払い部分については X1 、X2
からの請求の根拠は存在しないというべきである。
4 　慰謝料算定について
4 ． 1 　損害賠償請求権の成立要件
　損害賠償請求権（民法709条）の成立要件については一般に①行為②故意③損害の発生④相当因果
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